
社団法人　経済同友会

調査期間：2001年　５月２４日～６月４日
調査対象：2001年度経済同友会幹事、経済政策委員会委員および経営トップマネジメント

計７７５名
集計回答数：306名（回答率＝39.5％）〔製造業114名、非製造業192名〕
＊本調査は年4回（3月、6月、9月、12月）実施

【調査結果の概要】

2001年6月14日

2001年　６月（第57回）景気定点観測アンケート調査結果2001年　６月（第57回）景気定点観測アンケート調査結果2001年　６月（第57回）景気定点観測アンケート調査結果2001年　６月（第57回）景気定点観測アンケート調査結果

Ⅰ．景気判断は、「横ばい状態」が引続き最多となったが、前回調査（3月）よりも減少した
　　（56％→52％）。一方、「緩やかに後退」が増加し（28％→37％）、景況感の後退が
　　進んでいる。

(1)景気の現状については、前回に引き続き「横ばい状態」が52%と過半数を占め、「緩やか
　　に後退」が37%でそれに続いている（Ｐ2 図表1）。

(2)2001年度の景気パターンは、「年度を通じて横這い」（39%）が最多で、「前半後退、後半
　　横這いか拡大」（24%）がそれに続いている（Ｐ3 図表3）。

(3)景気低迷の原因としては、「個人消費」（53％→57%）、「設備投資」（24％→42%）が挙げ
　　られている。「企業収益」については、回復要因が低迷要因を上回った（Ｐ3 図表4）。

Ⅱ．企業業績、設備投資等
(1)企業業績については、2001/4-6月期、7-9月期ともに「横ばい」が約３割で最多となり、
　　前回調査に比べ、「増収増益」が減少している（33％→23％　但し、2001/4-6月期
　　予想）。（Ｐ7 図表8）

(2)2001年度の設備投資計画は「2000年度並み」が最多（製造業、非製造業どちらも47%）。
　　製造業、非製造業ともに「増額」が「減額」を上回っている（Ｐ8 図表9）。

Ⅲ．トピックス
(1)小泉内閣のかかげる「聖域なき構造改革」について、「条件付きで支持する」（60%）が
　　最多で、「全面的に支持する」（36%）がこれに続き、両者を合わせた「支持する」は96％。
　　支持する条件としては、「ｾｰﾌﾃｨｰﾈｯﾄの十分な構築」（40%）、「景気が失速しないための
　　対策」（33%）、「具体的な改革ｽｹｼﾞｭｰﾙ の早期提示」（28%）となっている。ｾｰﾌﾃｨｰﾈｯﾄ
　　としては、「中高年失業者の再就職支援」（55%）、「離職者向け能力開発ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ の
　　充実」（51%）の選択が多い（Ｐ11 図表13～Ｐ13 図表15）。

(2)小泉内閣が優先して取組むべき課題としては、”緊急に実行に移すべき課題”として
　　「不良債権処理」（63%）が圧倒的多数となった。一方、”まず解決の道筋を示すべき
　　課題”としては、「直間比率見直し等の本格的税制改革」（36%）が最多で、「年金
　　改革」（29％）、「特殊法人改革」（29％）、「教育改革」（22％）がこれに続いている
　　（Ｐ14 図表16～Ｐ15 図表17）。

(3)近年整備が進んでいる企業再編制度の活用については、製造業では「子会社の統廃合
　　を進める」（30％）、「分社化を進める」（27％）が多く、非製造業では「今のところ活用は
　　考えていない」（34%）、「有望な事業の買収を進める」（25%）が多い。（Ｐ16 図表18）。
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Ⅰ．日本経済

１．景気の現状について
現在の我が国の景気動向をどのように判断されますか。

全体（回答数300件）
図表１

調査時点 2000/６ 2000/9 2000/12 200１/３ 200１/６

拡大している。 0.7 0.9 0.6 0.0 0.0
緩やかに拡大している。 65.8 76.3 57.2 6.6 4.3
横ばい状態が続いている。 32.2 21.9 36.3 55.9 51.7
緩やかに後退している。 1.0 0.3 5.3 28.3 36.7
後退している。 0.0 0.3 0.0 8.2 7.3
その他 0.3 0.3 0.6 1.0 0.0

図表２　景気判断をめぐる業種別内訳※

1.8 46.9 51.3
　製造業［加工組立］ 1.9 49.1 49.1
　製造業［素材業種］ 2.5 35.0 62.5
　製造業［医薬品・食品］ 0.0 65.0 35.0

5.9 54.5 39.6
　建設業 0.0 56.7 43.3
　卸売業・商社 4.5 59.1 36.4
　不動産業［含む不動産管理］ 50.0 50.0 0.0
　金融・保険・証券業 2.9 42.9 54.3
　運輸・倉庫業 13.3 60.0 26.7
　電気・ガス・水道・熱供給業 0.0 66.7 33.3

0.0 57.1 42.9
8.8 58.8 32.4

　外食・旅行・消費者サービス 0.0 75.0 25.0
　小売業 0.0 75.0 25.0
　その他 10.5 42.1 47.4
　＜対個人向け業種＞ 0.0 75.0 25.0
※「拡大」は「拡大」、「緩やかに拡大」の合計。「後退」は「後退」、「緩やかに後退」の合計。
　　また、回答者が所属する業種によってサンプル数に差があることに注意
　　（各業種の回答数は最終ページ参照）。
＊＜対個人向け業種＞＝「外食・旅行・消費者サービス」「小売業」を加えた小計を示す。

　情報通信・メディア・コンピュータ関連

拡大 横ばい状態 後退

（回答比％）

(回答比％)

製造業

非製造業

　研究所・コンサルティング・監査法人

前回に引き続き「横ばい状態が続いている」が最も多い（52%）が、前回（56%）よりも減少
した。また「緩やかに拡大している」も減少（7%→4%）した。一方、「緩やかに後退してい
る」が増加（28%→37%）し、景況感の後退が進んでいる。
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２．2001年度（2001年4月～2002年3月）の景気と主要な経済指標について

（１）2001年度の景気パターンをどのようにお考えですか

図表３
回答数302件

全体 (回答比：％)
2001/3 200１/６

年度を通じて拡大が続く 1.3 1.0

前半は拡大するが、後半には横這いか後退に転じる 2.6 2.0

前半は横這いだが、後半に拡大する 21.6 12.9

年度を通じて横這いが続く 33.3 38.7

前半横這いだが、後半には後退する 8.5 9.3

前半は後退するが、後半には横這いか拡大に転じる 21.9 23.5

年度を通じて後退する 9.8 12.6
その他 1.0 0.0

（２）そのように判断する根拠をお選び下さい（２つまで回答可）。

図表４
回答数292件

全体   (回答比：％)
調査時点 2001/3 2001/6
回復 10.8 5.3
低迷 23.9 41.5
回復 15.1 17.9
低迷 20.3 16.3
回復 13.4 7.6
低迷 52.5 56.8
効果 2.6 1.0
薄い 12.5 8.3
増加 0.7 1.7
低迷 3.3 2.0
回復 7.5 8.0
不振 16.1 12.0

輸入　　 増大 0.7 0.3
その他　 8.2 7.6

（３）対ドル円相場：２００１年９月末値

回　　　答

輸出　　

個人消費

公共投資

住宅投資

設備投資

企業収益

2001年度の景気パターンについては、「年度を通じて横這いが続く」が引き続き最多（33%→
39%）となった。「前半後退、後半横這いか拡大」（24%）がそれに続き、「前半横這い、後半拡
大」が大幅に減少（22％→13%）した。

景気判断の根拠としては、低迷要因として「個人消費」（53％→57%）、「設備投資」（24％→
42%）が挙げられている。「企業収益」において、”回復”が増加（15%→18%）した一方、”低迷”
が減少（20%→16%）している。企業部門については、今後注意深く見ていく必要があろう。
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図表５

（４）日経平均株価（東証・２２５種）：２００１年９月末値

0.0

4.0

30.8

40.5

20.4

3.3

0.0

0.0

0.3

1.0

8.3

25.5

44.4

16.9

2.6

1.0

0.0

0.0

0.7

0.3

0 10 20 30 40 50

90円未満

90円以上95円未満

95円以上100 円未満

100 円以上105 円未満

105 円以上110 円未満

110 円以上115 円未満

115 円以上120 円未満

120 円以上125 円未満

125 円以上130 円未満

130 円以上

前回（回答数：302件）

今回（回答数：299件）

2001年9月末の為替予想は、「110円～115円」（41%）がもっとも多く、「105円～110円」

（31%）がそれに続いている。前回調査の2001年9月末予想（「115円～120円」が44%で最
多）に比べ、円高方向にシフトした。

％
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図表６

（５）金融政策について、お考えに近い番号をお選び下さい。

20.5

41.9

25.8

3.7

1.0

1.0

0.7

1.0

7.3

25.1

29.4

25.7

6.9

1.7

2.6

0.3
0.0

0.0

0.0

0.0

5.4

0.0

0.0

0.0

0 10 20 30 40 50

12000 円未満

12000 円台

13000 円台

14000 円台

15000 円台

16000 円台

17000 円台

18000 円台

19000 円台

20000 円台

21000 円台

22000 円以上

前回（回答数：303件）

今回（回答数：298件）

％

2001年9月末の株価予想は、「16000円台」（42%）が最多となり、「17000円台」（26%）が

それに続いている。前回調査の2001年9月末予想（「14000円台」が29%で最多）と比べる
と上方修正された。

－5－



図表７

Ⅱ．企業業績、設備投資等

「現状維持」が増加（52%→81%）し、「現状より緩和方向に変更すべき」が減少（48%→
17%）した。

0.4

52.0
47.6

2.0

81.0

17.0

0

20

40

60

80

100
前回（回答数:248件） 今回（回答数:300件）

％

現状より引き
締め方向に変
更すべき

現状維持で
よい

現状より緩和
方向に変更す
べき
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１．貴社の業績についてお伺いします。下表から該当する番号をお選び下さい。

図表８(1)
全体

経常利益
増益 横ばい 減益
(+) (→) (-) 前回調査結果（2001年4-6月予想）

増収 22.9 8.5 3.8
(+) 23.2 9.9 5.1
横ばい 6.1 27.327.327.327.3 4.4
(→) 10.2 27.027.027.027.0 3.8
減収 2.0 5.5 19.5
(-) 1.4 4.4 15.0 （回答比％）

図表８(2)

経常利益
増益 横ばい 減益
(+) (→) (-) 前回調査結果（2001年4-6月予想）

増収 21.1 7.0 1.8
(+) 22.3 6.3 3.6
横ばい 7.9 21.1 3.5
(→) 15.2 23.223.223.223.2 4.5
減収 4.4 6.1 27.227.227.227.2
(-) 1.8 3.6 19.6 （回答比％）

図表８(3)
非製造業

経常利益
増益 横ばい 減益
(+) (→) (-) 前回調査結果（2001年4-6月予想）

増収 24.0 9.5 5.0
(+) 23.8 12.2 6.1
横ばい 5.0 31.331.331.331.3 5.0
(→) 7.2 29.329.329.329.3 3.3
減収 0.6 5.0 14.5
(-) 1.1 5.0 12.2 （回答比％）

（注）いずれも前年同期比

２．貴社の設備投資計画（2001年度）についてお伺いします。

売
上
高

売
上
高

【上段：(2001/4-6月)期見込　回答数：293件､
　下段：(200１/7-9月)期予想　回答数：293件】

売
上
高

【上段：(2001/4-6月)期見込　回答数：179件､
　下段：(200１/7-9月)期予想　回答数：181件】

製造業
【上段：(2001/4-6月)期見込　回答数：114件､
　下段：(200１/7-9月)期予想　回答数：112件】

2001/4-6月期、7-9月期ともに「横ばい」が約３割で最多。4-6月期は、前回予想と比べ「増収
増益」が減少（33％→23％）、「減収減益」が増加（12％→20％）。特に製造業は、「減収減
益」が14％から27％へと急増。一方、7-9月期は、4‐6月期に比べ「増収」（35％→38%）や
「増益」（31％→35％）が増加。

経常利益
増益(+) 横ばい(→)減益(-)

売上高 増収(+) 33.2 11.3 3.2
横ばい(→) 6.7 24.4 3.5
減収(-) 1.8 3.5 12.4

経常利益
増益(+) 横ばい(→)減益(-)

売上高 増収(+) 32.7 11.5 3.8
横ばい(→) 6.7 24.0 3.8
減収(-) 1.9 1.9 13.5

経常利益
増益(+) 横ばい(→)減益(-)

売上高 増収(+) 33.5 11.2 2.8
横ばい(→) 6.7 24.6 3.4
減収(-) 1.7 4.5 11.7
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（１）国内の設備投資計画額(2001年度)は2000年度比でどのようにするご予定でしょうか。

図表９

（２）「(1)」で「増額」および「横ばい」をお選び頂いた方に伺います。
増額の主な項目をお選び下さい。(複数回答可)

図表１０

（３）「(1)」で「横ばい」および「減額」をお選び頂いた方に伺います。減額の主な項目を

2001年度の設備投資計画は「2000年度並み」が最多（製造業、非製造業どちらも
47%）。製造業、非製造業ともに「増額」が「減額」を上回っている。

増額項目は、製造業では「能力増強投資」（45％）が最多で、「研究開発投資」(32%)がこ
れに続いている。非製造業では「情報化投資」（49％）が最多で、「新規事業投資」
（29％）がこれに続いている。

30.7

47.4

21.9

28.2

47.1

24.7

0

10

20

30

40

50

製造業（回答数114件） 非製造業（回答数174件）

2000年度並み 減額
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お選び下さい。(複数回答可)

図表１１

減額項目は、製造業、非製造業ともに、「能力増強投資」が最多（製造業：60％　非製造
業：36％）で、「維持・補修・更新等の投資」(製造業：28%　非製造業：27％)がこれに続い
ている。
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３．貴社の雇用の状況についてお伺いします。現状の雇用人員をどのようにお考えでしょうか。

図表１２

（回答比％）
調査時点 2000/6 2000/9 2000/12 2001/3 2001/6

過剰 35.2 27.5 28.2 29.0 31.0
どちらでもない 49.7 57.0 53.7 55.2 53.4
不足 15.1 15.5 18.1 15.8 15.6
過剰 50.9 38.9 38.9 39.3 37.2
どちらでもない 43.8 53.1 50.9 53.3 59.3
不足 5.4 8.0 10.2 7.5 3.5
過剰 25.8 21.2 22.4 23.2 27.1
どちらでもない 53.2 59.1 55.2 56.3 49.7
不足 21.0 19.7 22.4 20.5 23.2

全　体

製造業

非製造業

製造業では、「過剰」（39％→37％）、「不足」（8％→4％）ともに減少し、「どちらでもない」
が増加（53％→59％）、徐々にではあるが、適正規模に近い企業が増えていることが読
み取れる。一方、非製造業については、「過剰」（23％→27％）、「不足」（21％→23％）とも
に増加し、二極化の傾向が見られる。

27.1

37.2

31.0

49.7

59.3

53.4

23.2

15.6

3.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

非製造業

製造業

全体

過剰 どちらでもない 不足

回答数：製造業＝113件

回答数：非製造業＝181件

回答数：全体＝294件

－10－



Ⅲ．トピックス

１．小泉新政権への課題
（１）国民の圧倒的な支持率のもと、小泉新内閣が「聖域なき構造改革」に取り組む「改革断行内閣」

を掲げてスタートしましたが，この「聖域なき構造改革」についてどうお考えですか？

図表１３

「条件付きで支持する」（60%）が最多で、「全面的に支持する」（36%）が続いている。両者
を合わせた「支持する」が96%となった。
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30

40

50
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70

全体（回答数:301件） 製造業（回答数:114件） 非製造業（回答数:187件）

全面的に支
持する

条件付きで
支持する

どちらとも
いえない

支持しな
い

わからな
い

%
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（２）（１）で「②条件付で支持する」と回答した方に伺います。「条件」とは何ですか。

図表１４

条件付きで支持する条件としては、「ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄの十分な構築」（40%）が最多で、「景気が
失速しないための対策」（33%）、「具体的な改革ｽｹｼﾞｭｰﾙ の早期提示」（28%）がそれに続
いている。

32.6

39.8

14.4

28.2

1.7

33.8

47.3

13.5

20.3

1.4

31.8

34.6

15.0

33.6

1.9

0
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10
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20
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30

35

40

45

50
全体（回答数:181件） 製造業（回答数:74件） 非製造業（回答数:107件）

景気が失速
しないため
の対策

構造改革に
伴う痛みに
対するセー
フティー
ネットの十
分な構築

国民の将来
不安の払拭

具体的な
改革スケ
ジュール
の早期提
示

その他

%
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（３）構造改革には少なからぬ痛みが伴うと考えられます。そのためのセーフティネットとしては，
どのようなものが考えられますか（２つまで回答可）

図表１５

1.6

10.3

14.1

21.1

25.9

50.3

57.3

1.8

10.5

20.2

23.7

28.1

51.8

50.9

1.7

10.4

16.4

22.1

26.8

50.8

54.8

0 10 20 30 40 50 60 70

全体（回答数:299件）
製造業（回答数:114件）
非製造業（回答数:185件）

％

セーフティーネットとしては、「中高年失業者の再就職支援」（55%）、「離職者向け能力開
発ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ の充実」（51%）が多い。「エンジェル税制等による新規産業の支援」（27％）が
これに続く。

中高年失業者の再就職支援

離職者向け能力開発プログ
ラムの充実

エンジェル税制等による新
規産業の支援

雇用保険の充実

ワーク･シェアリングの推
進

企業の再建計画策定中の融
資制度の充実

その他
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（４）優先して取組むべき課題は何だとお考えですか。「緊急に実行に移すべき課題」と
「まず解決の道筋を示すべき課題」に分けてお答え下さい。（それぞれ２つまで回答可）
●緊急に実行に移すべき課題

図表１６

%

緊急に実行に移すべき課題としては、「不良債権処理」（63%）が飛びぬけて多く、「公共事
業の改革」（26%）、「証券税制の改革」（26%）、「特殊法人改革」（23%）がそれに続いてい
る。

1.1

0.0
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2.0

0.0
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2.0
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3.3

5.3

9.6

14.3

25.6

25.9

63.1

14.3

22.6

0 10 20 30 40 50 60 70

全体（回答数:301件）

製造業（回答数:114件）

非製造業（回答数:187件）

不良債権処理

公共事業の改革

証券税制の改革

特殊法人改革

情報化インフラの整備

直間比率見直しなどの
本格的な税制改革

株式取得機構の設立

年金改革

教育改革

医療保険改革

銀行の株式保有の
制限

地方分権の推進

司法改革

その他 %
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●まず解決の道筋を示すべき課題

図表１７

2.7

1.6

2.2

3.8

9.3

7.7

9.3

19.1

15.8

21.3

31.1

26.2

36.1

2.7

2.7

0.9

0.9

7.2

11.7

12.6

12.6

18.0

23.4

25.2

34.2

35.1

2.7

1.4

1.4

1.7

4.4

8.5

9.2

10.5

16.7

16.7

22.1

28.9

29.3
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0 5 10 15 20 25 30 35 40

全体（回答数:294件）

製造業（回答数:111件）

非製造業（回答数:183件）

%

まず解決の道筋を示すべき課題としては、「直間比率見直し等の本格的税制改革」（36%）
が最多で、「年金改革」（29%）、「特殊法人改革」（29%）、「教育改革」（22%）がこれに続いて
いる。

直間比率見直し等の本格
的税制改革

年金改革

特殊法人改革

教育改革

公共事業の改革

地方分権の推進

情報化インフラの整備

医療保険改革

不良債権処理

証券税制の改革

司法改革

銀行の株式保有の制限

株式取得機構の設立

その他
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２．今後の企業再編について

図表１８

昨年商法が改正され、今年４月から会社分割制度が施行されました。既に導入されている持株会社
制度、株式交換・移転制度、産業再生法などと合わせ、経営統合や事業再構築が格段に容易となり
ます。貴社では今後、こうした企業再編制度をどのような形で活用して行くお考えですか。
                                                                                                      （２つまで回答可）
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製造業（回答数:112件）

非製造業（回答数:182件）

企業再編制度の活用については、全体では「今のところ活用は考えていない」（30％）が
多い。製造業では「子会社の統廃合を進める」（30％）が最多で、「分社化を進める」
（27％）がこれに続いている。非製造業では「今のところ活用は考えていない」（34%）が最
多で、「有望な事業の買収を進める」（25%）がこれに続いている。

今のところ活用は考えてい
ない

有望な事業の買収を進める

子会社の統廃合を進める

分社化を進める

他社と全部または一部の経
営統合を進める

持株会社による事業の再構
築を進める

不採算事業の売却を行う

その他

%
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－回答者業種分類－
製造業 114人

加工組立 53
素材業種 41
医薬品・食品 20

非製造業 192人
建設業 30
卸売業・商社 23
不動産業［含む不動産管理］ 6
金融・保険・証券業 35
運輸・倉庫業 15
電気・ガス・水道・熱供給業 6
研究所・コンサルティング・監査法人 15
情報通信・メディア・コンピュータ関連 34
外食・旅行・消費者サービス 4
小売業 4
その他 20

回答者総数 306人
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